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「防災・減災、国土強靱化」及び「事前復興」の推進について 

 

「南海トラフ巨大地震」をはじめとする大規模災害から国民の命と暮らしを守るため、

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（H30 年度～R2 年度）により、重要

インフラ等の機能維持に全力で取り組んでいるところであるが、地方においては、切迫

する巨大地震・津波、気候変動に対応するための社会資本整備は未だ十分とは言えず、

更なる国土強靱化を図るための財源が不可欠である。 

また、近年、毎年のように大規模自然災害が発生しており、今後も頻発・激甚化が懸

念されるため、災害への「備えから復旧・復興まで」を見据え、「事前復興」の観点を踏

まえた対策の強化が急務となっている。 

ついては、次の２点について国へ提言する。 

 

１ 災害に屈しない国土づくりを強力に推進するため、「３か年緊急対策」を、高速道路

等の「ミッシングリンク解消や４車線化、ダブルネットワークの構築」、無堤対策等の

「抜本的対策」や、「インフラ老朽化対策」等にも対象事業を拡大した「新たな対策」

として「５か年延長・拡充」し、必要な予算・財源を安定的・継続的に別枠で確保する

こと。 

  また、地方が国土強靱化に資する対策を円滑に進められるよう、「防災・減災・国土

強靭化緊急対策事業債」、「緊急自然災害防止対策事業債」及び「緊急防災・減災事業債」

の継続や対象事業の拡大など、地方財政措置の拡充を図ること。 

 

２ 迅速かつ円滑な復興を図るため、ソフト・ハード両面の様々な「事前復興」の取組み

について、地域の実情に応じた事前復興を可能とする自由度の高い交付金制度など、新

たな財政支援制度を創設するとともに、「事前復興」を推進するための法整備や、一元

的に推進する組織を国に設置すること。 
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